




食料自給率の計算方法

なたね油の国内生産額
＝国内生産量（食用）×国産単価－原料輸入額
＝2,847億円－1,658億円 （なたね）

＝1,189億円

国内で生産
された菜種油
（2,847億円）

原料輸入額
（1,658億円）

国内生産額
（1,189億円）

畜産物・加工品は、飼料・原料
の輸入額を控除する。※２

（畜産物・加工品）
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生産額ベースでは、食料が生産または輸入された時点で金額を
計測するため、減耗量を含む国内生産量（食用）を適用する。

生産額ベース食料自給率

食料の国内生産額（9.9兆円）

食料の国内消費仕向額（15.7兆円）

＝63％
（令和3年度）

1人・1日当たり国産供給熱量（860kcal）

1人・1日当たり供給熱量（2,265kcal）

＝38％

カロリーベース食料自給率
（供給熱量ベース食料自給率）

（令和3年度）
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品目別自給率

（例）野菜の品目別自給率

野菜の国内生産量（1,101万㌧）

野菜の国内消費仕向量（1,389万㌧）
＝79％
（令和3年度）

※２ なたね油の国内生産額の計算例

＜国内生産（分子）＞ ＜国内消費仕向（分母）＞

牛肉の国産供給熱量
＝純食料（国産）×単位カロリー×飼料自給率（肉用牛）

＝6 g/人・日×306 kcal/100g×27％
＝5 kcal/人・日

輸入飼料を用いて
生産された
国産牛肉（15 kcal）

国内で生産された牛肉
（20 kcal）
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国産牛肉（5kcal）

輸入牛肉（25kcal）
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品目別自給率、カロリーベー
ス自給率、生産額ベース自
給率を計算する際は、分子・
分母をそれぞれ重量換算、
カロリー換算、金額換算する。

食料自給率 ＝
国内生産

国内消費仕向

【食料自給率の計算式】

※１ 牛肉の国産供給熱量の計算例
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畜産物・加工品は、飼料自給
率・原料自給率を乗じる。※１
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〇我が国の⾷料供給は、国産
（38％）と、⽶国（22％）、豪州
（11％）、カナダ（９％）、ブラジル
（５％）から
の輸⼊で供給熱量の⼤部分
（84％）を占めている。
○我が国への輸出品⽬の多くは、
⾃給率が100％を超えている。



〇⽣産額ベースでは、国産（58％）
と、⽶国（11％）、中国（4％）、豪州
（4％）、ブラジル（3％）からの輸⼊
で
⾷料消費額の⼤部分（79％）を占
めている。
○我が国への輸出品⽬の多くは、
⾃給率が100％を超えている。
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（％ カロリーベース（令和元年）
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■我が国と諸外国の食料自給率

日本の食料自給率の水準

我が国は、人口は世界の中で上位に位置しますが、国土面積のうち約７割を森林が占め、農地
面積が限られていることから、１人当たり農地面積は3.5a（オーストラリアの約400分の１、
アメリカの約40分の１、イギリスの約8分の１）と諸外国に比べ小さくなっています。

輸出が多い国の食料自給率は100％を超えている中にあって、我が国の食料自給率は、先進国
中最低の水準にあります。

■諸外国の人口、土地等の状況（令和元年）

資料：FAOSTAT-Landを基に農林水産省で作成

カナダ
オースト
ラリア

アメリカ フランス ドイツ イギリス イタリア スイス 日本

人口（万人） 3,741 2,520 32,906 6,513 8,352 6,753 6,055 859 12,656

国土面積（万ha） 98,798 77,412 98,315 5,491 3,576 2,436 3,021 413 3,780

森林面積（万ha） 34,697 13,401 30,980 1,717 1,142 318 951 127 2,494

森林面積率（％） 35 17 32 31 32 13 31 31 66

農地面積（万ha） 5,972 38,380 40,581 2,862 1,831 1,782 1,315 153 440

１人当たり農地面積（a/人） 160 1,523 123 44 22 26 22 18 3.5

日本を１とした場合 46 438 35 13 6 8 6 5 1

資料：農林水産省「食料需給表」、FAO“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算。（アルコール類等は含まない）
注１：数値は暦年（日本のみ年度）。スイス（カロリーベース）及びイギリス（生産額ベース）については、各政府の公表値を掲載。
注２：畜産物及び加工品については、輸入飼料及び輸入原料を考慮して計算。
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農産物は、生産量に占める輸出量の割合が比較的低く、多くを自国の食料として消費して
います。小麦、とうもろこし、大豆は主要生産国で世界総輸出量の約８～９割を占めており、
その中でも大豆は輸出国が多様化しておらず、ブラジル・米国の２か国が大半を占めています。

輸出国もいざという時は自国内の供給を優先

■主な農産物の貿易率

資料：USDA「PS＆D」 （2022年８月）(2021/22の数値）、BP「Statistical 

Review of World Energy 2022」(2021年の数値) を基に農林水産省で作成。

注：貿易率＝輸出量／生産量×100

（参考）
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■直近の主な農産物・食品の輸出規制に関する動き（令和４年９月時点）

ロシア 小麦、メスリン、ライムギ、大麦、とうもろこし：輸出枠（4/1～6/30）

ユーラシア経済同盟 ライ麦、コメ、そば、キビ、穀物（コメを除く）のひき割り・ミール・ペレット、そば加工品、ヒマワリ種子等：輸出禁止 (4/12～6/30)

大豆：輸出禁止（4/12~6/12）、ヒマワリ種子：輸出許可制度(7/1~8/31)

ウクライナ 小麦：輸出枠（3/30~6/30）、ライ麦：輸出枠（ 8/17～21年6/30）、そば：輸出禁止（4/2~7/1）

ベトナム コメ：輸出枠(4/10～4/30)

ミャンマー コメ：輸出枠(5/1～9/30)

インドネシア パーム油：輸出停止（22年4/28～22年5/23）

注１：このほか、ルーマニア、北マケドニア、セルビア、トルコ、カザフスタン、タジキスタン、タイ、カンボジア、アルジェリア、エジプト、エルサルバドル、ホンジュラス。
注２：ユーラシア経済同盟…ロシア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、アルメニア
注３：インドでは、2020年 4～7月において、政府による輸出規制はなかったが、新型コロナウイルス感染症拡大によるロックダウンの影響で、一時的に輸出が停滞。
※WEBサイト、報道等をもとに農林水産省作成26 

【アルゼンチン】

・小麦、大豆、とうもろこし、牛肉等：輸出税（19年
12/14~）

・牛肉：一部輸出停止（21年6/23～23年12/31）

・小麦、とうもろこし：輸出上限数量設定（21年12/17～）

【インド】

・小麦：輸出禁止（22年5/13～）

（輸入国が食料安全保障上必要とする場合を除く）

・コメ：砕米の輸出禁止、精米等への輸出税導入（22年９/9～）

【ロシア】

・小麦、大麦、とうもろこし：変動的輸出税（21年6/2～）

※新型コロナウイルス感染拡大等による主な農産物・食品の輸出規制実施国 （2020年3月以降）

■2021/22年度の世界の穀物等の輸出国の内訳・割合

《とうもろこし：199.2百万トン》

《大豆：154.2百万トン》

約８割

約９割

約９割

資料：USDA「Production, Supply 

and Distribution」（2022.8.9）

を基に農林水産省で作成

《コメ：54.1百万トン》

その他

《小麦：200.1百万トン》
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食料需給のひっ迫や食料価格が高騰した場合には、各国では輸出を制限するなど、自国内の食
料の安定供給が優先される傾向にあります。

その他

約６割







22年00年
123万人

基幹的農業従事者

240万人

４.農村集落機能の維持

現行の食料・農業・農村基本法【1999年制定】

現行基本法制定後の約20年間における情勢の変化

１.国民一人一人の食料安全保障の確立 ２.持続可能な農業・食品産業への転換

３.生産性の高い農業経営の育成・確保

現行基本法の基本理念や主要施策等の見直しの方向性

食料・農業・農村基本法の見直しについて

今後20年を見据えた予期される課題

60億人
80億人99年
22年

世界人口

国内人口は減少 高齢化率は上昇

08年ピーク 29％
（20年） 9戸以下の集落が増加

純輸入額

食料・農業・農村基本法ホームページ：https://www.maff.go.jp/j/basiclaw/index.html



ニッポンフードシフト公式noteはこちら→



○ 農林水産省では、新たな国民運動「食から日本を考える。ニッポンフードシフト」として、次の世代を担う「Z世代」を対象と

して情報の発信を行っています。
○ 食や農業の課題に関する教育や研究のみならず、人材育成や社会人教育などの多面的な機能を持つ大学の存在は、国
内の農業・農村を維持し次世代に継承していくためにも欠かせない存在であり、近畿農政局では令和3年度に京都芸術大
学、京都精華大学、龍谷大学、令和４年度には羽衣国際大学と包括的連携協力に関する協定を締結いたしました。

大学との連携協定調印式の様子

大学と農林水産省近畿農政局との連携推進について

現地研修会の様子

令和４年５月20日(金)
日清食品関西工場での現
地研修（京都芸術大学）

令和4年3月11日京都精華大学

令和4年3月29日龍谷大学

令和3年1０月27日京都芸術大学

令和4年12月16日羽衣国際大学

令和４年５月20日(金)
ライフコーポレーション大阪
本社での現地研修
（京都芸術大学）

令和４年５月27日(金)
株式会社ナチュラリズムでの
現地研修（京都芸術大学）

令和４年９月2１日(水)
カタシモワインフード株式会
社（龍谷大学）
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